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１．法人の概要 

 名 称  学校法人 下福島学園（昭和５６年３月１６日法人設立） 

 代表者  理事長  白江 恒夫 

 住 所  大阪市福島区玉川１丁目４番５号 

 電 話  ０６－６４４７－１１２０ 

 ＦＡＸ  ０６－６４４７－１１２０ 

 設置する学校  

    住 所 大阪市福島区玉川１丁目４番５号 

    名 称 下福島幼稚園 

 役 員 

    理 事 ６名 

    監 事 ２名 

 評議員   １３名 

 理事会   ３回開催 

 評議員会  ３回開催 

 職 員   １１名 

２．事業の概要 

 （ 下福島幼稚園 ） 

 ≪教育方針≫ 

  明るく、元気で、のびのびとした子どもの育成をめざします 

 ≪教育内容≫ 

   快適で安全な保育環境の中、よくみる・よくきく・よく考える・よく手足を動か

す遊びの充実をはかり、幼児が心身ともにバランスのとれた人格形成を遂げられる

教育を展開 

 

ｸﾗｽ数 園児数 ｸﾗｽ数 園児数

定　員 2 60 2 60 7 190

ｸﾗｽ数 園児数 ｸﾗｽ数 園児数 ｸﾗｽ数 園児数 ｸﾗｽ数 園児数

2021年度 1 18 2 36 2 37 2 40 6 141

2022年度 1 15 2 41 2 37 2 47 7 140

2023年度 1 13 2 36 2 35 2 37 7 121

3 70

４歳児 ５歳児
ｸﾗｽ数計 園児数計

満３歳児 ３歳児

４歳児 ５歳児
ｸﾗｽ数計 園児数計

３歳児

ｸﾗｽ数 園児数

 

 

 ≪保育時間≫ 

  月～金曜日 午前９時～午後２時 

 ≪納付金≫ 

  保育料    ３歳児・４歳児・５歳児 年額３３６，０００円（１２分割均等納付）

＠28,000×12 

        満３歳児        年額４３２，０００円（１２分割均等納付）

＠36,000×12 
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  教育・施設充実協力金   全児 ３，０００円×１２ 

  給食費   週４回 １回３７０円×日数（希望者のみ） 

 ≪入園時の費用≫ 

入園料 〔満３歳児〕   ５０，０００円 

〔３歳児〕    ５０，０００円 

      〔４・５歳児〕  ３０，０００円 

  検定料 〔全児〕      ４，０００円 

≪預かり保育時間及び費用≫ 

（〔〕内は満 3費用） 

通常保育日（始業式から終業式・修了式までの月～金曜日） 

  早  朝（７：００～ ９：００） 1時間＝550〔600〕円 ※1 

  保 育 後（降園時間～１８：００） 1時間＝450〔500〕円 

休業日（土曜日） 

早  朝（７：００～ ９：００） 1時間＝600〔650〕円 ※1 

早朝以外（９：００～１５：００） 1時間＝500〔550〕円 

長期休業日（夏季・冬季・春季各休暇中の指定実施日） 

早  朝（７：００～ ９：００） 1時間＝600〔650〕円 ※1 

早朝以外（９：００～１８：００） 1時間＝500〔550〕円 

長期休業日中の土曜日 

早  朝（７：００～ ９：００） 1時間＝650〔700〕円 ※1 

早朝以外（９：００～１８：００） 1時間＝550〔600〕円 

※１ 登園は７時、７時半、８時の３種類になりますが、７時半登園の場合でも

７時から９時までの費用となります。 

 ≪行事予定≫ 

春の親子遠足や園外保育、学期ごとの保育参加、プール開き、七夕まつり、 

人形劇や音楽鑑賞、高齢者との集い、小・中学生との交流会、運動会、生活発表会、

夕涼み会、園内かるたとり大会、ランニング大会など 

毎月行事＝誕生会・避難訓練（震災・火災・不審者） 

≪施設関係≫ 

園地面積 １，４３８㎡ 運動場面積 ９０５㎡ 

 ≪設備関係≫ 

  園庭遊具、パソコン、 

≪事業報告≫ 

能登半島地震のインフラ回復が進まない中、愛媛・高知で震度６弱の地震が発生

し、南海トラフ地震が想起された。４月末にはインドネシアのルアング火山の噴火

があり、地殻変動の活動期にはいったような状況が続いている。災害への対応を常

に意識しなければならない。 

また、国立社会保障・人口問題研究所から将来人口の警鐘が繰り返し発信されて

いる。２０２３年の出生数が過去最少の７５万８６３１人となり、「こども誰でも

通園制度」の実施が示されたことは、園児獲得が、自助による自らの努力しかない
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と、行政に頼ることは出来ない状況に一層進んだものと考えられる。園児募集につ

いては、預かり時間を重視するのか、英語教育等特色ある教育内容を重視するのか、

無償化の範囲だけの納付金とするのか？地域事情を踏まえた上、当園の特徴を最大

限、浸透させポイントを絞った募集を図ることを思考している。スマートフォンに

対応したホームページ作りを充実しながら、丁寧な情報発信をしながら進めること

とする。更に、未就園児クラスの充実及び満３歳児入園者の獲得が一層重要になっ

ているので、通年募集の体制に取り組むこととする。 

特別支援児への対応をするため、非常勤教職員の確保に努めているが、思うよう

な配置が整わず、クラス運営に支障がでないよう慎重に対応しているが、教職員採

用が厳しい状況は変わらず、離職者を出さないよう職場の雰囲気向上に努めながら、

教職員組織を安定させることに傾注している。 

令和７年４月を目途に私立学校法の改正に伴う寄附行為の変更認可申請を行う

ことになるので、８月頃には、変更案を取りまとめる必要がある。平成２７年４月

より子ども子育て支援新制度がスタートしたが、移行が進み、２０２４年４月では、

７割近い園が新制度に移行し、１３３園が私学助成で事業の継続を予定している。 

自己評価については、確実に実施し公表しているが、その自己評価の内容を、学

校関係者評価委員会で十分検討して頂き、別紙のとおり纏め公表に努めた。 

財務面では、事業活動収支計算書より、教育活動収入計が１０７，９２８千円（対

前年比１．９０％、１０５，９１６千円）、教育活動支出計１２９，７０９千円（対

前年比１６．４３％、１１１，４１０千）、教育活動収支差額△２１，７８０千円

（前年度△５，４９３千円）、教育活動収支差額比率△２０．１８％（前年度△５．

１９％）、経常収支差額比率△２０．１８％（前年度△５．１８％）と厳しい経営

状況となった。 

また、人件費比率（人件費／教育活動収入計＋教育活動外収入計）は、８４．７

６％（前年度７１．８２％）となり、前年度より上昇した。 

翌年度繰越支払資金は、当年度の保持すべき資金（第４号基本金）の額を相当上

回る額の支払資金を保持できているので、資金繰りは問題ない。 

３．財務状況 

  別紙参照 


